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5 ．日本の選挙制度改革と労働生産性
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1 ．序

日本国憲法第九条、議院内閣制から大統領制へ、比例制から単純多

数決制選挙制度へ、２ 院制から １ 院制へ、さらには政府の財政赤字の上

限規制の設定等、憲法改正に関する議論については百家争鳴の感があ

る。しかし、このような改正が国民の経済厚生にどのような影響を与

えるかの理論的・実証的解明は進んでいないと考えられる。「社会科学

者は、ごく最近まで、経済政策と経済成果に関する憲法上の効果の問

題を実際に取り上げてこなかった。事実、ある一部の研究者でさえ、

国が責任をもって成し遂げる憲法改革の経済的帰結について予測する

ことは不可能であると考えてしまうところまで行きついている」

（Persson and Tabellini（2003）、（以下では PT（2003）、p.2）。このように憲

法改正によって新しくデザインされる国家が、より公平でより豊かで

より安定した経済社会を実現するかどうかに関する科学的解明はほと

んどなされていないと考えられる。
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国内の経済社会や国際情勢は変化しているが、現在の日本国憲法は

改正されてはいない。国民の構成員や経済社会の変化に伴って、国民

の期待する国家像も変化することも予想される。このような国際・国

内環境の変化と日本国憲法との関係から次の ２ つのことが予想される。

一つは日本国憲法が、経済社会の変化や国民の様々なニーズや期待の

変化にも耐え得る憲法上の特徴を備えているということである。もう

一つは、逆に、日本国憲法が国民にある種の犠牲を強いているという

ことである。この相反する予想の一つが事実であり、われわれはこの ２

つの予想のいずれであるかを明らかにするための挑戦を行う必要があ

る。すなわち、国の形や選挙制度の改革という憲法改正の効果を理論

的に予想することとその効果を数量的に予想しなければならない。

この論文は憲法改正の経済的帰結に関する議論に貢献することを意

図している。われわれは政府の形や選挙制度という憲法上の特徴（政治

制度）が、経済政策や経済的パフォーマンスに与える効果の理論及び実

証分析についての研究動向を把握するとともに選挙制度改革の経済的

帰結に関する実証分析を行うことを目的としている。

本稿の構成は以下の通りである。第 ２ 節では、憲法および政治と経

済との相互関係にあることを PT（2003）に基づき説明し、憲法上の特

徴と経済政策及び経済的パフォーマンスとの因果関係を解明する基本

的アプローチを紹介する。第 ３ 節では、憲法上の ２ つの特徴である政

府の形と選挙制度と経済的パフォーマンスとの関係に関する代表的な

先行研究である PT（2003）に基づき、理論的および実証的分析結果を

紹介する。第 ４ 節では憲法上の特徴と選挙制度の細目が経済政策およ

び経済的パフォーマンスに与える効果とその相互依存関係について説

明する。第 ５ 節では、日本のデータを利用して選挙制度と労働生産性

との関係についての簡単なテストを試みる。具体的には日本の 1996 年

の選挙制度改革である小選挙区比例代表制並立制が、経済的パフォー

マンスに与えた効果を推定する⑴。最後に簡単な要約と今後の研究課題

を述べる。
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なお、PT（2003）の実証分析は、1990 年代半ばの 85 ヵ国のデータを

利用している。この 85 ヵ国は、Freedom house によって公開されてい

る Gastil index（GASTIL 変数）が 5 以下の国であり、民主主義国家と

して分類され、PT はこの 85 ヵ国のデータを広い標本と定義している。

また、民主主義の定義に基づき、各国の民主主義の誕生した年 DEM_

AGE やその国の民主主義の経過年数 AGE に基づき、より古い民主主

義国家に、さらには、GASTIL 指数や POLITY 指標の値に基づき、良

いまたは悪い民主主義国家に分類している。そして、GASTIL が 3.5

以下の国が 65 ヵ国であり、この 65 ヵ国の標本を狭い標本と呼んでいる。

古い民主主義国家は、民主主義の歴史の経過年数が長い国である。そ

して、良い民主主義国家と定義している標本は、POLITY 指標が− 10

～＋ 10 の国である。なお、同書の日本の民主主義の誕生年は 1868 年

であり、GASTIL は 1.6、POLITY は 10 である⑵。

2 ．憲法の経済的帰結に関する基本的アプローチ

Hall and Jones（1999）は、社会的基礎資本 social infrastructure が、

労働生産性で測る世界各国間の長期的な経済パフォーマンスの格差の

大部分を説明していることを明らかにした。彼らは世界各国のクロス

セクションデータから、社会的基礎資本が物的・人的資本の蓄積を促

進し、それによって高い生産性を備えた生産要素を確保することによ

り、高い労働生産性、すなわち、良好な経済的パフォーマンスを実現

するというメカニズムを明らかにした。社会的基礎資本とは、個人が

熟練を蓄積し、企業が資本蓄積をし、産出を生み出す経済環境を決定

する制度や政府の政策を意味している（p.84）。彼らは労働生産性の格

差が、社会的基礎資本の代理変数である ２ つの政策によって説明でき

ることを明らかにした。一つは GADP という反転用政策 anti-diversion 

policy であり、もう一つは国際貿易の開放政策である⑶。

また、PT（2003）は、Hall and Jones（1999）の社会的基礎資本の尺

度を用いて、憲法上の特徴が生産性に影響を及ぼしているかについて
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の実証分析を行っている。彼らの実証分析は、大統領制よりも議院内

閣制がより良い反転用政策を遂行しており、また、より古い（歴史的経

過年数が長い）民主主義もより良い反転用政策を遂行することによって、

生産性を改善していることを示している。そして同時に、もう一つの

憲法上の特徴である選挙制度が生産性に影響を与えていることを明ら

かにしている（Cha.7）。特に、彼らの選挙制度（選挙区の大きさや投票構

造）に関する分析結果は、レントや生産性に正の効果だけでなく、負

の効果を与えることから、民主主義制度の細目の諸項目の中には天使

ではなく、悪魔 devil が存在しているという可能性を示唆している

（p.202、Persson and Tabellini（2006））⑷。

この分析結果を踏まえるならば、一般的に成長戦略として掲げられ

ている税制改革（法人税減税）による投資促進、規制緩和、地方への権

限委譲、円高対策、市場開放、さらには、「「グリーン ･ イノベーショ

ン｣、｢ライフ ･ イノベーション｣、｢アジア経済｣、｢観光 ･ 地域｣ を成

長分野に掲げ、これらを支える基盤として ｢科学 ･ 技術・情報通信｣、

｢雇用 ･ 人材｣、「金融」に関する戦略を実施する」⑸という、管内閣の

「新成長戦略」よりも、むしろ選挙制度改革（投票構造や選挙形式の改革）

が、有効な成長促進政策となり得る可能性がある。

以上の ２ つの実証分析結果は、資本、労働、資源、技術という従来

経済学が強調してきた経済成長要因ではなく、制度や政府の政策とい

う社会的基礎資本やさらには憲法上の特徴が経済成長に影響を与えて

いる重要かつ基本的な決定要因であることを強調している。また、Hall 

and Jones（1999）や PT（2003）のモデルの特徴は、社会的基礎資本が

内生変数であることである。経済は各国の経済的環境を形成する制度

やインセンティブを外生的に与えられていないだけでなく、むしろ社

会的基礎資本が経済の労働生産性の水準それ自身に依存して内生的に

決定されているものと考えられている（Hall and Jones（1999）、p.99）。

本稿は、社会的基礎資本や憲法上の特徴（政府の形や選挙制度）を外

生変数ではなく、内生変数という分析枠組みを利用して、憲法上の特
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徴と経済的パフォーマンスの関係について考察することを目的として

いる。すべての民主主義制度の基本的目標として、政治的指導者の権

力の乱用を制限することや私的財産権を保護すること、そして経済成

長を促進することが含まれている。本稿は最後の経済成長に焦点を当

てた憲法の経済効果に関する研究である⑹。

現代国家における政策はゲームの均衡結果として理解することが可

能である。現代政治経済学の研究においては、民主主義制度を合理的

有権者と政治家との相互作用におけるゲームとしてモデル化されてい

る。有権者である多数の依頼人が政治的代表である代理人を選ぶ。そ

の政治的代表者は順々に有権者のための政策をセットし、政策責任者

がその政策を実行することによって経済的パフォーマンスに影響を与

えている。さらに、この経済的パフォーマンスを踏まえて有権者は、

選挙などを通して政治的代表者（候補者）にメッセージ（情報）を送る

ことによって、政治的代表者が新たな政策提言（マニュフェスト）を行

うというゲームとなっている。このゲームは代表派遣ゲーム delegation 

game と呼ばれている。このゲームにおける代理人の報酬は、有権者が

支払う投票（選挙）または再選という形を取るが、その報酬支払いはイ

ンプリシットであり、不完備契約となっている⑺。このようなゲームの

基本的ルールが憲法であり、憲法の重要な側面は、民主主義のゲーム、

すなわち、政府の形成規則や解散や選挙規則等を憲法に定めることで

ある（PT（2000）、（2003）、p.15）。

このようなゲームのルールに基づき、日本の財政ルールの現状と改

革について研究した田中（2004）は、「財政ルールは、政治と経済の交

差点において機能するものであり、ルールと政治・経済環境は相互に

影響し合うという。ルールは、政治的権力を再配分し、予算のパ

フォーマンスに影響を与える一方、政治・経済環境はルールに影響を

与えるという」、Schick（2003）を引用し、「予算は希少資源をめぐる政

治的意思決定を本質としており、政治家の行動に影響を与えなければ

機能しないし、真に実効性ある予算改革もできない」と指摘している⑻。
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PT（2000）は、集計的意思決定のいろいろなモデルを発展させ、政

治制度の違いが、どのように政策や経済に差をもたらしているかの理

論的命題を導いている。同書が理論編であり、彼らの PT（2003）はそ

の理論を検証することを意図しており、その目的を以下のように説明

している。「われわれの最終目標は、特別な政策の結果に関する憲法の

因果 causal 効果についての結論を引き出すことである。われわれは以

下のような問題に答えたい。もし、イギリスが選挙制度を多数制から

比例制に変更した場合、イギリスの厚生（福祉）状態や赤字財政の規模

にどのような効果を与えるのか？もし、アルゼンチンが政府の形につ

いて、議員内閣制を選好し大統領制を放棄した場合、このことが経済

発展に向かう確かな政策の採用を容易にするのであろうか？」（PT

（2003）、p.7、Acemoglu（2005）、p.1027）。

このような PT の議論を踏まえて、われわれは日本国憲法を改正し

た場合、国民経済に与える効果の理論的予想だけでなく、数量的予想

を提示するという研究に寄与することを目的としている。

憲法上の政策はその政策から便益を享受する支持基盤に基づいて行

われていると考えることができる。従って、この支持基盤の違いが対

立する利害を生み出していると考えられる。経済政策が支持基盤に基

づいている、という観点から政策を以下の ３ つに分類することができ

る（PT（2003）、2.2）。

（ 1 ）　多くの国民に便益を与える政策

（ 2 ）　ある特定の地域や集団に便益を与える政策

（ 3 ）　国民不在であり、特定の政治家に便益を与える政策

防衛のような一般公共財提供や社会保障や年金のような再分配プロ

グラムは、（ １ ）のタイプの政策であり、多くの個人に便益を与えてい

る。一方、地方公共財提供や農業支援や政府企業の移転支出（補助金）

のような特定の再分配プログラムは、（ ２ ）のタイプの政策例であり、

市民のある特定のグループのみが便益を享受する。この種のプログラ

ムに含まれている支出は、裁量的な政策決定に左右される。また、こ
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のような対象が狭い局所的なプログラムは、広域的タイプのプログラ

ムよりは、特定の地域や特定の産業（業界）に対して容易に多くの目標

を定めることができる。経済政策の ３ つ目のタイプは、政治家へのレ

ントを生じさせる。このレントは多様な形態をとっている。これが転

用政策のひとつであり、新たに所得を生み出すことはなく、社会に現

存している富を奪う政策となる。政治家への究極的に提供されている

レントとして腐敗や浪費の形をとっている⑼。

以上の ３ つのタイプを含む政策形成の結果をモデル化する一般的ア

プローチが、先に説明した代表派遣ゲームである。この ３ つの対立す

るタイプの政策選択をいかに解決するのか、かつ、われわれが憲法上

の規定に基づき、特定の国の重点項目において観察される政策はどん

な政策か、という問いの最近の経済文献におけるアプローチにおいて、

経済政策は代表派遣ゲームの均衡結果となっている（PT（2003）、p.15）。

図 １ は PT（2003）が、民主主義制度の下で、政策形成プロセスとそ

の政策効果の帰結との相互依存関係についての一般化な捉え方を図示

したものある（PT（2003）、p.3、Acemoglu、p.1026）。この図において彼ら

は、従来の政治経済学の分析枠組みには、あるリングが欠けているこ

とを強調している。すなわち、彼らは左側の経済学の研究領域と右側

の政治学の研究領域とが独立である場合、両者を結びつけるリンクが

欠如しているために、憲法上の特徴が経済的パフォーマンスに与える

効果の理論的・実証的解明と政策結果である経済的パフーンスに基づ

く国民の政策選好が、憲法上の規定に基づき（政治的プロセスを経て）ど

のように決定されているかの理論的・実証的解明が不完全なものとな

ることを指摘している。

ある特定の国における市民やグループは、経済政策に関して対立し

た選好を持っている。政治制度はこれらの選好を特定の政治的結果に

集計している。そして、これらの政治的結果は、経済領域の中で順次

公共政策の決定を行っている（図の下の矢印）。公共政策は市場と相互作

用し、経済の異なるセクターの価格、賃金及び雇用量等に影響を与え
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ている。これらの市場の結果が政策選好にフィードバックされる（図の

上の矢印）。このような政治学と経済学の相互作用の見方において、国

家の憲法のフォーマルな規定が、政治的結果に影響を及ぼし、さらに

経済政策に影響を与えている。しかし、従来のこの憲法上の効果の分

析は、国民の経済的結果に関する政策選好の分布が所与として行われ

ている。

図 １ の右側のボックスが伝統的な比較政治学の領域であり、この分

野の研究者は、憲法の基本的特徴を識別することと憲法の特徴につい

ての政治的効果を決定することに長年専心してきた。言い換えれば、

異なった政治制度（政治的手法）が、いかに異なる政治的結果を導くか

の研究に携わっている（図 １ の右のボックスの矢印）。この憲法の政治学

研究の特徴は、図 １ に関して、憲法上の規則と政治的結果との間の関

連を分析しながら、右のボックスの範囲内にとどまっているというこ

とである。具体的には、異なる選挙制度が政党の数や、または連立政

権の発生率にどのような影響を与えているか、異なる政府の形が政府

の危機の頻度や政治的安定性にどのような影響を与えているかなどに

ついての解明が不十分であり、政治現象の評価の範囲内の解明という

指摘が可能であるということである（PT（2003）、p.3）。図の政治結果と

政策とのリンクは、なぜ、異なる社会が異なる政策を選択しているの

か、なぜ、社会は異なる政治制度（憲法上の特徴）をもつことになるの

かを分析するための枠組みを与えている（Acemoglu（2005）、p.1027）。

図１　民主主義制度における政策決定プロセス
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図の左側のボックスは伝統的に経済学の領域である。「政治経済学の

分野における経済学者は、図において示された他の論点に彼らの研究

目的を集中させるためにこのボックスから逃れようとしている」（PT

（2003）、p.4）。このような経済学者は、経済政策が特定の個人やグルー

プの政策選好を形成するのに、どのように市場と相互作用しているの

か、そしてそれらの政策選好の分布が、順次、どのように経済政策結

果やパフォーマンスを実現しているかを分析している。しかしながら、

政治経済学における経済学の分析の特徴は、右のボックスをブラック

ボックスとして取り扱いながら、図の残されている分野の研究に集中

していたと言える。結果として、この経済学の研究は、憲法上の特徴

がどのように経済政策結果に影響を与えるかについての予想を提示す

ることはなく、単に経験的テストだけにとどまっていると考えられる

（PT（2003）、p.4）。この図の経済的結果と政策選好とのリンクは、国民

の政策に関する選好が、政策によって実現した経済的パフォーマンス

や内外の諸条件に基づいて、国民の選好によって形成されていること

を示している。そしてこの図はなぜ、集計的な意思決定（政治的決定）

や政策が国家間において異なっているのかについての分析枠組みを提

供している（Acemoglu（2005）、p.1027）。

このように PT（2003）は経済と政治との相互作用を前提とした憲法

の経済効果の研究を行っており、われわれは以下で図 １ おける ２ つの

リンクの存在を意識した分析を行う。

3 ．憲法上の特徴と経済政策の理論的関係と実証分析

憲法上の特徴と経済政策に関するテーマは、あまりにも幅広いため

焦点を絞る必要がある。PT（2003）は、憲法上の特徴を選挙制度と政

府の形の ２ つの側面に制限している。選挙制度は、多数制と比例制で

あり、その変数は多数制 MAJ=1、比例制 MAJ=0 の ２ つに分類される

が、両者の混合型である選挙制度がある。その混合型変数は MIXED

であり、日本は MAJ=0.3、MIXED=0.67 となっている。混合型の国は、
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日本、ボリビア、フィジー、イタリア、ニュージランド、フィリピン、

ウクライナ、ベネズエラの ８ ヵ国のみである⑽。

また、政府の形は、大統領制は PRES=1 であり、議院内閣制を含め

て大統領制以外の政府の形は、PRES=0 であり、２ つに分類されている。

なお、大統領制は 33、議院内閣制は 52 ヵ国である⑾。

表 １ の政策の分類は、財政政策（政府の規模、国民全体を対象とする公

共政策と局所的公共政策、財政赤字）、政治的レント（汚職や権力の乱用）、

経済発展政策＝反転用政策、ショックへの対応策及び政治的循環の ７

つである。これらの憲法上の特徴と政策に限定している大きな理由は、

憲法の政策効果という研究テーマに関して、これらの憲法の特徴と政

策とのリンクについての先行研究が、適切な理論モデルに基づいて行

われていることである。彼らの研究目的がこれらの先行研究の理論モ

デルから導かれる命題をテストすることであり（p.5）、本稿もこの研究

スタイルをとっている。

表 1 は、PT（2003）が、先行研究結果に基づき要約している憲法の

特徴と経済政策との関係に関する理論的予想と彼らが同書において

行った実証分析結果を示したものである。

表 １ の理論列のプラス（マイナス）は、第 1 行目の右側の憲法上の特

徴を左側の特徴に置き換える憲法改革が、その行に対応する政策効果

についてより大きな（より小さな）値、またはより高い（より低い）水準

となることを示している。クエスチョンマークは、憲法上の改革の符

号についての理論的予想が不明確であることを示している。データ列

の符号は、そのような改革の実証的推定結果の方向を示している（ゼロ

は実証的結果が有意ではないことを示している）。

まず、表 １ の政府の形と選挙制度が第 1 行目の政府の規模に与える

効果について検討する。選挙制度と政府の規模との理論的関係は、す

べてではないがあるモデルは負の関係であることを予想している。す

なわち、比例制より多数制選挙制度が政府の規模を小さくしている。

そして、理論によると議院内閣制より大統制民主主義が政府支出の規

10

九
九



（
三
七
四
）

政
経
研
究
　
第
四
十
八
巻
第
三
号
（
二
〇
一
一
年
十
二
月
）

模が小さく、小さな政府であり、PT の実証分析結果もその理論予想を

支持するものとなっている。また、選挙制度に関する実証分析は、多

数制選挙制度が政府支出をより少なくするという結果となっている。

PT は議院内閣制から大統領制への変更が、政府支出を GDP に対する

政府支出の比率を 5％～ 8％削減し、比例制選挙から多数制選挙への選

挙制度の変更が、同比率を 3％～ 6％低下させるという実証分析を明ら

かにしている（PT、p.162）⑿。この結果は ２ つの特徴をもつ各々の憲法

改革が政府支出を GDP の約 5％まで削減できるという大きな効果をも

つことを示している。日本の現在の GDP は約 ５００ 兆円、したがって、

日本が ２ つの憲法上の改革を実施するならば、５０ 兆円の政府支出が削

減できることを意味している。財政破綻の危機にある日本にとって、

この理論的予想と実証分析結果は、憲法の経済効果に関する理論的・

実証的研究を刺激するものと思われる。

次に、第 2 行目の選挙制度と政府の形が政府の政策内容に与える効

果について検討する。すなわち、政府の政策は局所的である特定の市

民が便益を享受する政策か、または、国民のすべてが便益を受ける広

域的政策となるかが、憲法上の特徴によって異なっているかどうかで

ある。理論的予想は、多数制選挙と大統領制が一般国民を対象とする

年金のような福祉支出を小さくするというものである。そして、PT の

実証分析結果は、政府の形は統計的に有意ではないが、多数制選挙制

度は比例制よりも移転支出を GDP の 2％～ 3％少なくすることを明ら

かにしている（PT（2003）、p.176-178）。すなわち、比例制から多数決選

挙制度改革は、政府の移転支出を GDP の 2％～ 3％削減する効果のあ

ることを示している。
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表１　憲法と経済政策：理論予想と未解決な問題および実証分析結果

憲法上の特徴（政治制度）

経済政策

policy outcome

選挙制度

多数制度対比例制度

政府の形

大統領制対議院内閣制

理論 データ 理論 データ

1 政府の規模 －／？ － － －

2

政府の政策内容（支出構

成）：広域的政策対局所的

政策（地域や産業政策）

－ － － 0 ／－

3 rent extraction ＋／－ ＋／－ － 0

4 財政赤字 －／？ － ？ 0

5 構造政策と経済効率 ？ ＋／－ ？ －

6 ショックへの対応 ？ 0 ／－ ？ －

7 選挙循環 ＋／？ ＋／－ ？ ＋／－

注（1）　Persson and Tabellini（2003）の表2.1、p.31、表9.1、p.270より作成。
　（2）　�選挙制度の多数制は、プルラリティルールに基づき、各選挙区において、最も高い

得票率を獲得した候補者だけが、議席を得る制度である。一方、比例代表制は得られ
た投票率に比例して議席を配分する制度である。前者は、利権spoilが勝者にすべて行
き、後者は候補者が獲得した投票率に比例して、候補者の間に官職spoils of officeが分
け与えられる（PT（2000）、p.16、19、83、川人他著（2011）p.119-128、及び本稿の
注⒀参照）。

　（3）　�理論列の＋（－）の符号は、その列の第１行目の左側の憲法上の特徴が、右側の憲
法上の特徴よりも、その行に対する政策結果がより大きい（より小さい）値、または
より高い（より低い）水準になることを示している。そして、憲法上の特徴に関する
理論的予想と実証分析結果の両者の符号が示されている。第 2 行目の政策は、 2 つの
憲法上の規定provisionsと負の因果関係を予想している。

　（4）　＋／？はすべてではなく、あるモデルがプラスと予想する。
　（5）　－／？はすべてではなく、あるモデルがマイナスと予想する。
　（6）　＋／－はモデルにより、相反する予想を導いている。
　（7）　？は先験的な理論予想を持っていない。
　（8）　�データ列の0は有意ではなく、＋と－は実証分析結果が正と負であることを表して

いる。
　（9）　�網掛けは筆者。理論モデルが相反するケースと適切な理論モデルがない両ケースに

おいて、実証分析結果の効果が、負の効果で有意なケースを示している。
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以上の ２ つの実証分析結果から、政府の赤字額を小さくする憲法上

の改革は、選挙制度を比例制から多数制選挙制度に改革することであ

る。予想されたように実証分析結果は、多数制選挙制度が財政赤字を

小さくする選挙制度に対応している。この選挙制度改革は財政赤字を

GDP の １％〜2％削減可能であることを示している（PT（2003）、p.181-

183）。しかし、政府の形が財政赤字に与える効果は統計的に有意ではな

い。また、この 4 行目の憲法上の特徴が財政赤字に与える効果の理論

的予想は明らかとなっていない。

最後に、第 3 行目のレントについて検討する。理論によれば、多数

制選挙制度は、比例制よりもレントを生み出す可能性のあるモデルと、

逆にレントを小さくするモデルがあり、理論は相反する命題を導いて

いる。そして、大統領制は議会制よりもレントの引き出しが少ないこ

とを予想している（PT（2003）、p.30、p.273）。

レントについての実証分析結果は、選挙制度について正と負の両者

の効果があり、政府の形も統計的に有意ではない。憲法上の特徴とレ

ントの関係について、データによる明確な解明はなされていない（PT

（2003）、表 7.1 〜 7.3）。しかし、選挙制度の細目である選挙区のサイズや

投票行動に関する OLS の推定結果は有意となっている。大きな選挙区

と有権者が議院内閣制の下で政党リストに基づいて投票するよりも、

説明責任と代表制という ２ つの特徴をもつ政治体制であるプルアラリ

ティルール plurality rule の下で⒀、個々の政治家のために彼らの 1 票

を投じるという選挙制度は、ともにレントを引き下げている。この実

証分析結果は、小さな選挙区は大きなレントを意味し、候補者個人へ

の投票はより少ないレントを意味するという（PT（2003）、p.31）、理論

的予想と整合的である。この選挙区のサイズを表す変数が MAGN であ

り、選挙区の大きさの逆数となっている。この変数は次式で定義され

る（PT（2003）、p.91）。

（ 1 ）　MAGN＝
選挙区の数

下院の議席数
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この値は 0 と １ の間の値をとる。選挙区が 1 人区となっている英国

では １ の値をとり、すべての国会議員が １ つの選挙区で選ばれるイス

ラエルの選挙制度では 0 に近い値をとる。この変数の係数は正を予想

している。それは、選挙区への立候補者の参入障壁が高くなるとレン

トが生み出される可能性が高くなるということである（PT（2003）、p.91）。

選挙制度の投票構造をはかるための尺度が PIND 変数である。この

変数はプルラリティルールの下で立候補者個人への投票で選出される

国会議員の割合を表している。この変数は MAGN と同様にレントや汚

職を検討するためによく利用されており、次式で定義される（PT

（2003）、p.92）。

（ 2 ）　PIND＝1−
政党リストから選出される下院の議席数

下院の議席数

この変数は、政党リストに所属している立候補者個人のインセン

ティブに関して、フリーライダーを把握するために作成されている。

この投票構造の尺度は 0 と 1 と間の値をとる。英国では候補者全員が

プルラリティルールの下で候補者個人への投票によって選出される。

したがって、英国では １、独では 0.5（独は半数の候補者が英国の選挙制度

で選ばれる）、ポーランドではゼロである（立候補者のすべてが政党リスト

から選ばれる）（PT（2003）、p.92）。この変数の係数は負を予想している。

それは立候補者個人の説明責任に基づくものであり、有権者が説明責

任を負う立候補者個人に投票するという投票構造ほどフリーライダー

の余地を少なくして、汚職とレントを小さくすることが予想されるか

らである。日本の 1996 年までの衆議院選挙の投票構造は、プルラリ

ティルールに基づいており、政党リストから選出される衆議員数はゼ

ロであり、PIND ＝ １ に分類されている。

PT は投票構造のもう一つの尺度として、PINDO という指標を利用

している。この変数は、公開されない政党リストの効果を測るために

意図されている。それは個人的に選ばれた、または公開されたリスト

の下院の立候補者の比率として定義される。公開されないリストで選
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ばれた立候補者は、ゼロとコード化される。次式がこの変数の定義式

である⒁。

（ ３ ）　PINDO＝１－（政党リストから選出される議席数÷下院の議席数）

　　　× CLIST

なお、CLIST はダミー変数であり、非公開は １、公開はゼロである

（PT（2003）、p.93-94）。

PT の実証分析結果の MAGN の係数は正、PINDP 係数は負である。

さらに、データを良い民主主義国家に限定した場合、大統領制はレン

トと負の安定的効果をもっている（PT、表 7.1、p.192）。この選挙制度

の細目に関する実証分析において、正と負の両者が確認されたことに

ついて、すなわち、選好区のサイズが小さいときレントが発生し、立

候補者個人への投票によって議席を得る国会議員の比率が高いほどレ

ントは小さくなるという実証分析結果について、PT は、「選挙規則に

関して、中心的な実証的結果は、悪魔が選挙規則の細目の中にいる」

と述べている（p.202）。小さな選挙区は参入障壁が高く、かつ、政党に

投票する選挙制度は政治家の説明責任を回避できる可能性があり、悪

魔が介入する余地を与えていることが予想される。 

第 ５ 行目の理論列のクエスチョンマークは、憲法上の特徴と成長促

進策または転用政策との関係、すなわち、経済的パフォーマンスとの

関係を解明する理論モデルがないことを表している。しかし、経済パ

フォーマンスの代理変数は労働生産性によって測ることができ、かつ、

憲法上の特徴を表す代理指標も提案されている。そこで、節を変えて

憲法上の特徴が経済的パフォーフォマンスに与える効果について検討

する。

4 ．政府の形及び選挙制度と経済政策との相互依存関係

表 １ の第 ５ 行目の経済的パフォーマンスの理論列はクエスチョンマー

クであるが、データ列の選挙制度は正と負があり、そして政府の形の
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効果は負となっている。このことは政府の形が大統領制よりも議院内

閣制が良好な経済的パフォーマンスを実現していることを示している。

また、選挙制度のデータ列の正と負は、選挙制度改革が経済的パ

フォーマンスに正の効果と負の効果を与えることを示している。民主

主義の選挙制度の細目には、天使も悪魔も同居できる環境を提供して

いるのであろうか。本節では、政府の形及び選挙制度と経済的パ

フォーマンスに与える効果と相互依存関係について説明する。

Beard（1954）は、政府や憲法の基本的目的は、政治権力を維持する

ために好都合な経済的諸条件を確保 ensure することであり、そして、

政府の形は同じ目的にかなう（役立っている）（第 ２ の）特質として考え

るべきである、と述べている（p.13）。もし、Beard の見解が正しいと

すれば、憲法上の多くの特徴は、政策や経済に直接的なインパクトを

もつ諸要素によって影響されているものと予想される。したがって、

政府の形と選挙制度の因果効果の OLS 推定は因果効果として解釈をす

ることはできない（Acemoglu（2005）、p.1034）。すなわち、憲法上の特徴

と労働生産性のデータを利用した OLS の推定結果を因果効果として解

釈することはできないことを意味する。

PT（2003）は Beard（1954）の憲法と政策・経済との相互依存関係を

踏まえて、経済的パフォーマンスの尺度に労働生産性と全要素生産性

TFP の 2 つを利用し、憲法上の効果を推定している（PT（2003）、表 7.4、

p.204）⒂。まず、誘導形による ２ つの憲法上の特徴と AGE 変数（民主主

義の経過年数）による労働生産性に与える効果では、大統領制と多数制

選挙制度の係数が負であり、両者の変数は経済的パフォーマンスに悪

影響を与えている。その推定結果は、議院内閣制から大統領制に政府

の形を、または、比例制から多数制に選挙制度を変更した場合、労働

生産性を 0.3 引き下げるというものである。そして AGE が正であり、

民主主義の経過年数が経済的パフォーマンスを改善している。しかし、

TFP の場合では AGE のみが有意となっている。PT（2003）の TFP の

モデルの説明力は 50％であり、モデルの妥当性は極めて低い。
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選挙制度の細目の効果を検討したモデルでは、政府の形（大統領制）

の効果は有意ではなくなっている。しかし、AGE と選挙制度の細目の

２ つの変数 PIND と MAGN は有意であり、政治家個人に投票する選挙

制度 PIND は正の効果が、そして小さい選挙区 MAGN の効果は負で

あり、両者の係数はともに統計的に有意でかつ大きい推定結果となっ

ている（TFP モデルは、MAGN のみが有意）。この推定結果は、前節のレ

ントの推定結果と整合的である。そして、さらに良い民主主義国に限

定した標本では、大統領制（政府の形）や選挙制度（多数制と比例制）の

効果はなくなっている。特に、大統領制の負の効果は、良い民主主義

国家に限定した標本ではなくなっている。また、その限定した標本で

の選挙制度の細目を検討したモデルでは、変数 AGE が正、選挙制度の

２ つの変数 PIND が正、変数 MAGN が負で有意となっており、理論予

想と一致している（PT（2003）、表 7.4、p.204）。以上の実証分析からも、

「選挙規則に関して、中心的な実証的結果は、悪魔が選挙規則の細目の

中にいる」と述べることができる。

次に、GADP という反転用政策＝成長推進政策の指標を用いた憲法

上の生産性の効果についての分析結果を検討する。この GADP 変数を

利用して憲法と生産性に関する分析は、GADP 変数が重要な生産性の

決定要因であることを見いだした Hall and Jones（1999）の先行研究に

従っている。

GADP 変数は、その国がその転用政策よりも産出量の拡大を奨励す

る経済的かつ制度的環境にあるかについての主観的な感覚ないし認識

の高さを測っている⒃。この GADP 変数は、社会的基礎資本を測る ２

つの指標の一つであり、他の指標が国際貿易の開放に関する指標であ

る。Hall and Jones（1999）は、GADP 指標と国際貿易の政策指標とし

て開放年数 YESOPEN の ２ つを利用して、国家間の生産性格差を説明

している。彼らは、「よい社会的基礎資本は、ポジテブな側面ではこれ

らの収益が、工場で働くことから、新しいアイデアを創造するために

人的物的な投資をすること、または、海外から技術移転することまで、
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経済における活動範囲を横断する形において確実に維持されて保証さ

れている。そして、負の側面では、窃盗から腐敗までについてもこれ

らの収益が厳格に保たれ、守られていなければならない」（p.97）と説

明している。また、Romer（2010）は、経済活動から得られる私的収益

と社会的収益を調整するような制度や政策を社会的基礎資本と呼んで

いる（p.164）。すなわち、彼らは良い社会的基礎資本が価格を適正にし、

その価格が資源配分の効率性を実現し、労働（生産要素）の生産性を高

めることによって、高い経済成長と所得を実現するというメカニズム

が存在することを強調している。したがって、各国間の社会的基礎資

本の差は経済成長の格差と対応し、究極的には社会的基礎資本を形成

する政策と制度の相違が、各国間の経済成長の格差を引き起こす要因

であると考えるものである⒄。そして、PT（2003）は、図 １ のリンクの

説明から理解できるように、各国の制度や政策の指標である社会的基

礎資本または GADP 変数が、憲法上の特徴によって決定されていると

同時に社会的基礎資本または GADP 変数が、労働生産性に影響を与え

ているものと予想している。

社会的基礎資本の代理変数である GADP 指標は ５ つの指標の単純平

均となっている。私的転用に対して財産権を保護している政府の役割

に関連する、１）法と秩序、２）官僚の質の ２ つの指標が含まれる。そ

して、他の ３ つは、政府自身が転用の原因となる政府自体の役割に関

連する、1）汚職、2）政府の収用のリスク、3）政府の契約破棄である

（PT（2003）、p.65、及び Hall and Jones（1999）、p.97-98）。この指標は ０ と

１ の間の値をとり、大きな値はより良い政策を示している。それは財産

権を保護し、取引についてより低い障害を意味している。1986 ～ 1995

年のデータで Knack and Keefer（1995）によって計算された GADP 変

数の平均と標準偏差は、0.69 と 0.20 である（PT（2003）、p.65）。

PT（2003）の社会的基礎資本である GADP 変数が、憲法上の特徴に

よって決定されているかどうかの実証分析は、大統領制とは負、選挙

制度の多数制とは統計的に有意な関係は確認されていない。そして
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AGE 変数は正で有意である。この推定結果は、議院内閣制と歴史的に

経過している民主主義国家は、大統領制の国よりも反転用政策を推進

し、良好な経済的パフォーマンスを実現していることを示している。

また、選挙制度の細目の GADP 変数に与える効果の実証分析では、大

統領制とは負、PIND が正、MAGN が負、そして AGE 変数が正であり、

いずれも統計的に有意である。この推定結果は、政府の形が議院内閣

制で、かつ選挙区が大きく、立候補個人に投票する投票構造という選

挙制度を採用し、歴史のある民主主義国家は、転用政策ではなく成長

促進政策を推進していることを示している（表 7.5）。

そして、この GADP 変数が労働生産性に与える効果の ２SLS（相互

依存モデル）による実証分析では、GADP 変数が労働生産性に正の有意

な効果を与えている。また、多数制選挙制度も負で有意な影響を与え

ている。この分析結果は、憲法上の特徴や選挙制度の細目が社会的基

礎資本（政治制度や政策）に影響を与え、その社会的基礎資本が労働

生産性を高めるという好ましい影響を与えるメカニズムの存在が確認

されている（表 7.5）。この分析結果は、内生的に決定される制度が政策

に影響を与え、さらに順々その政策が生産性に影響を与えるというこ

とを示している。そのメカニズムの存在は、議院内閣制という憲法上

の特徴と民主主義の歴史が経過している国に観察されている。PT はこ

の分析結果について、「われわれは間違いなく議院内閣制が生産性に

とって良い制度であると結論できる。その理由は議院内閣制の諸制度

がより良い反転用政策を推進しているからである」（p.212、表 7.6）。し

たがって、「大統領制については、悪い反転用政策のために、生産性に

関して間接的に負の効果がロバストであるという結論になる」（p.213）

と説明している⒅。一方、生産性に関する多数制選挙制度の憲法上の因

果効果は存在していない。この効果は負ではないことも強調できる。

図 １ に基づくならば以上の結果は、社会的基礎資本によって決定さ

れる経済的パフォーマンスが国民の政策選好に影響を与え、その政策

選好が選挙制度を通して、社会的基礎資本、すなわち、憲法上の特徴
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（政治制度）に影響を与え、かつ政治的結果と政策に反映されているも

のと予想される。この相互作用が好循環である憲法上の政府の形が、

議院内閣制であり、悪循環な政府の形が、悪い民主主義国家の大統領

制であるということである。そして、この好循環を成立させる憲法上

の選挙制度（多数制と比例制）の効果は明確ではないが、選挙区が大き

く、plurality rule の下で立候補者個人に直接投票するという選挙細目が、

その重要な条件となっているということである。このようなメカニズ

ムの解明は、社会的基礎資本が内生変数であるという、PT や Hall and 

Jones（1999）の分析枠組みに基づいている。

5 ．日本の選挙制度改革と労働生産性

本節では、1996 年の衆議院選挙から採用されている小選挙区比例代

表制並立制が、日本の社会的基礎資本に影響を与え、労働生産性に影

響を与えていたどうかの実証分析を試みる。

この選挙制度改革は、議席の一部が小選挙区での多数制による勝者

に配分され（62.5％）、残りの一部は政党リストにより、一定の得票率

を獲得した政党リストの立候補者が議席を得る仕組みであり、日本は

この政党の候補者リストを公表している。この日本の選挙制度改革に

よる選挙制度の細目が労働生産性に与えるメカニズムは、前節の分析

結果から次のように予想される。

小さい選挙区は、参入障壁が高くなり、レントや汚職を生み出す背

景要因となるということである。したがって、社会的基礎資本の形成

が損なわれるために、反転用政策の採用は困難となり、労働生産性の

低下や経済成長を低下させるというメカニズムの存在が予想されてい

る。

そして、投票構造が立候補者個人に投票するのではなく、政党リス

トにしたがって投票する選挙制度は、政策決定に関する有権者（依頼

人）と立候補者個人（代理人）との契約関係が弱くなり、有権者が説明

責任を負う立候補者個人に投票するのではない投票構造ほど、立候補
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者のフリーライダーの余地を拡大させ、汚職とレントを生み出す可能

性が大きくすることが予想される。それゆえに、政党の候補者リスト

に基づく投票構造は、良い社会的基礎資本の形成及び反転用政策の推

進が妨げられるために、労働生産性や経済成長という経済的パフォー

マンスに悪影響を与えることが考えられている。

したがって、1996 年以降採用されている選挙制度は、日本の経済的

パフォーマンスを悪化させる選挙細目ということになる。この選挙制

度改革は国民の福祉を向上させるのではなく、悪化させる政策選択に

結びついていることを意味している。日本の小選挙区比例代表制並立

制は、前節の PT（2003）の実証分析において悪魔と揶揄された民主主

義制度の一つとなっている可能性がある。

以下では日本の選挙制度改革と労働生産性の因果効果を推定する。

われわれの計量モデルは経済的パフォーマンスが、社会的基礎資本に

影響を与える選挙制度 EL と民主主義の経過年数 AGE に依存している

ことや、物的資本の蓄積、国際貿易、為替レートさらには技術進歩

TFP 等の様々な要因が労働生産性に影響を及ぼしていることから、こ

れらの諸要因の影響と選挙制度の効果とを区別しなければならない。

そこで、GDP（Y）、労働者 L の比である労働生産性 Y/L と選挙制度

EL を内生変数として、AGE、資本蓄積（投資）I、国際貿易 NX、為替

レート EXRA（円 / ドル）、TFP を外生変数とする以下のモデルを推定

する。

（ ４ ）　�log（Y/L）t ＝α0＋α1 ELt＋α2log It＋α3log NXt

　　　＋α4log EXRAt＋α5 TPF＋ut

（ ５ ）　log（Y/L）t＝β0＋β1 ELt＋β2 AGEt＋et

なお、添字 t は時間を示す。（ 4 ）式は労働生産性 log（Y/L）が、労

働生産性に影響を与える市場の諸要因のすべてを外生変数として、こ

れらの外生変数と内生変数である選挙制度 EL によって決定されてい
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ることを示している。そして、（ ５ ）式は憲法上の特徴（政治制度）に

よって決定される政策である反転用政策（成長促進政策）が、生産性に

影響を与えていることから、民主主義制度の選挙制度と歴史的経過年

数が労働生産性を決定していることを示している。すなわち、経済的

パフォーマンスと選挙制度が、（ 4 ）式の市場と（ ５ ）式の憲法上の特

徴（政治）の相互依存関係によって決定されていることを示している⒆。

データは内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算年報」から、

「GDP」、「純輸出」、「総資本形成」、「就業者」の 1982 年から 2008 年の

27 年間の実質暦年データ（2000 暦年連鎖価格）利用している。選挙制度

EL は、1996 年以前 ０、1996 年以後 １ のダミー変数である。GDP、総

資本形成及び純輸出の単位は 10 億円であり、就業者は万人である。ま

た、為替レートは日本銀行の東京市場のドル・円スポット 17 時点／月

中平均から暦年平均を導出したものである⒇。そして AGE は、1982 年

を １ とするトレンド変数であり、TFP は坂井（2010）の推定結果を利

用している。

（ 4 ）と（ 5 ）式の ２SLS による推定結果の要約が表 ２ に示されてい

る。表の（ 1 ）列目が（ 4 ）式の構造方程式の推定結果である。技術

進歩 TFP の係数を除き、安定的な推定結果となっている。1996 年の小

選挙区比例代表制並立制の選挙制度改革は、生産性に負の影響を与え

ることが理論的に予想されていたが、われわれの選挙制度 EL の推定

結果は正であり、統計的に有意であり、その効果も小さくはない。こ

のことはこの選挙制度改革である投票構造の変革は、市場に正の有意

な効果を与えたことを示している。

表の（ 2 ）列目は、（ 5 ）式の構造方程式の推定結果である。このモ

デルも安定的推定結果となっている。そして、選挙制度 EL の推定結

果は負であり、理論的予想と整合的である。すなわち、この投票構造

の変更は、成長推進政策よりも転用政策を推進するような政策選択を

行ったことを示しており、その結果、労働生産性を引き下げるメカニ

ズムが作用したことを示唆している。また、民主主義の経過年数 AGE
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表 2　選挙制度と労働生産性の推定結果

　 （ 1 ） （ 2 ） （ 3 ） （ 4 ）

従　属　変　数
労働生産性：

log（Y/L）

労働生産性：

log（Y/L）

労働生産性：

log（Y/L）

選挙制度：

El

　 　

切　　　片 2.1418 3.9123 3.2082 5.9732

　 　 　

選挙制度：EL
0.1785 − 0.1179 　 　

（0.0218）*** （0.0422）*** 　 　

　 　 　

総資本形成：log（I）
0.2402

0.0955 − 0.8103
（0.1268）*

　 　 　

純輸出：log（NX）
0.0175

0.0069 − 0.0589
（0.0049）***

　 　 　

為替レート：

log（EXRA）

− 0.1876
-0.0746 0.6328

（0.0806）**

　 　 　

技術進歩：TFP
0.0139

0.0055 − 0.0468
（0.0087）

　 　 　

経過年数：AGE
0.0251

0.0151 0.0845
（0.0025）***

　 　 　

推　定　方　法 ２SLS ２SLS 誘導型 誘導型

標　　本 1982−2008 1982−2008 1982−2008 1982−2008

Ｆ　　値 63.77 193.00 　 　

ダービン・ワトソン比 0.4758 0.6224 　 　

調整済み決定係数 0.9235 0.9366 　 　

注：（　）内の値は標準誤差であり、* は 10％、** は 5％、*** は 1％で有意である。
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の効果は正であり、かつ統計的に有意である。この実証分析結果は、

PT（2003）と同じであり、民主主義制度は、歴史的経過とともに経済

的パフォーマンスを改善するような政策選択を行っていることを示し

ている。

表の（ 3 ）列目は誘導型方程式の推定結果である。この推定結果に

おける従属変数（内生変数）が労働生産性である AGE の係数も正であ

る。したがって、日本の民主主義制度の歴史的経過は、日本のマクロ

の経済的パフォーマンスを改善してきたことが、そして将来もこの効

果は期待できることを示している。

前節の憲法上の特徴（政治制度）、政策選択、市場のパフォーマンス

そして政策選好という相互依存関係になっている民主主義制度の枠組

みには、好循環と悪循環となる ２ つのメカニズムが存在していること

を示唆した。以上の分析結果は、日本には好循環と悪循環となる一方

のメカニズムの存在の可能性は低く、その両者が拮抗するメカニズム

が存在していることを示している。小選挙区比例代表制並立制の選挙

制度改革の理論的予想は、政策選択も経済的パフォーマンスも負の効

果であった。しかし、実証分析では部分的に正の効果が確認されたこ

とは、日本が議院内閣制という政府の形をとっていることの効果が影

響しているものと考えられる。

6 ．むすび

われわれは、憲法の制度的枠組みが経済的パフォーマンスに与える

効果の理論的・実証的研究を主に PT（2003）に基づきサーヴェイし、

選挙制度改革の効果についての実証分析を試みた。われわれは日本の

1996 年の小選挙区比例代表制並立制の効果に関する実証分析から、以

下の ２ つをデータから見いだすことができた。

第 １ は、この選挙制度改革が経済的パフォーマンスに与えた効果は、

正と負の ２ つ効果が存在していたということである。第 ２ は、民主主

義の歴史的経過が経済的パフォーマンスを改善しており、しかも、そ
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れは確実な力になっているということである。すなわち、われわれの

民主主義制度には欠陥があり、その欠陥の一部を具体的に指摘できた。

しかし、時間の経過がすべてを解決できる可能性のあることも示唆し

ている。国民は政治家や科学者に期待するのではなく、時間の経過に

期待することによって、公平、安定そして成長する社会が、将来確実

に実現できることを予想しているかも知れない。

Tavares and Wacziarg（2001）は、民主主義制度が以下のようなもの

であると述べている。それは、教育機会へのアクセスを拡大させるこ

とと所得の不平等を引き下げることによって、貧しい人々の要求に応

えるというものである。しかし、それは物的資本蓄積を犠牲にして行

うという制度である（p.1341）。豊かな国は民主主義国家であり、労働

生産性は高く、それは資本蓄積の結果である。しかし、本稿と PT

（2003）の実証分析結果は、民主主義が経済的豊かさを制約しているこ

とを明らかにしている�。

民主主義社会は天使が構成員であり、政策は天使が行うわけではな

い。政策の限界は当然認識しなければならない。その限界を定めるも

のに知性やモラルがあげられるが、他の重要な要因としては資源制約

であり、もう一つは憲法があげられる。前者の資源制約については、

日本が島国で資源の乏しい国であることは歴然とした事実であること

から、政策責任者や企業だけでなく、国民一人一人が意識し、その緩

和のための努力をしてきたと考えられる。それゆえに、戦後の厳しい

制約は、節約（貯蓄）、技術進歩や貿易さらには政策により緩和されて

きた。後者の制約については、日本の政策責任者や一部の研究者を除

き、国民のほとんどが意識してこなかったことと予想される。憲法が

国民の厚生水準を制約するものであるという見解は、経済と政治が相

互依存関係にあることを前提とするならば当然の帰結である。

少し前までの日本における憲法に関する議論、特に憲法改正の議論

は、イデオロギ－論争が中心であると考えられる。今後、憲法の経済

的効果に関する分析が一層進展し、科学的議論が行われることが必要
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である。それは憲法の経済的効果に関する理論モデルに基づく予想と

その効果の数量的予想の両者の議論が必要である。この論文は憲法上

の特徴が国民の福祉向上の制約（悪魔）となっている可能性のあること

を示唆したのである。

最後に、われわれの実証分析のモデルは簡単なものであり、改善の

余地が多くある。また、選挙制度改革の変数はダミー変数であり、PT

や Hall and Jones（1999）のような社会的基礎資本のデータを作成して

分析を行う必要がある。さらに、憲法上の特徴と経済的効果の関係は

複雑である。表 １ に基づくならば、憲法上の特徴と経済政策との関係

について、理論的かつ実証的研究も未開拓な分野が多い。これらは今

後の研究課題としたい。

注
＊　本稿作成の過程において、西川昭教授（日本大学法学部）、瀧本太郎准

教授（九州大学大学院経済学研究院）、坂本直樹専任講師（東北文化学園
大学）から貴重なコメントを頂いた。記して感謝申し上げたい。残る過誤
は筆者の責任である。

⑴　1983 年より参議院議員通常選挙でも比例代表制と選挙区制度が並立的に
利用されている。しかし、衆議院議員選挙とは異なり、重複立候補者制度
は導入されていない。

⑵　PT（2003）、4.2 及び表 4.1 参照。AGE 変数は次式で定義されている。
AGE ＝（2000-DEM_AGE）÷ 200。この値は 0 と １ をとる。また、パネル
データ分析は 1960-1998 年であり、この標本は 60 ヵ国が対象となっている。

⑶　経済成長論は Solow モデルをはじめ様々なモデルがあり、多くの実証分
析の蓄積がある。Mankiw,Romer and Weil（1992）は、人的資本が労働者
1 人当たりの所得水準に有意な影響を与えていることを明らかにしている
とともに、人的資本蓄積率の約 12％の格差が、10 倍近い所得格差を生み
出しているという、推定結果を提示している（Acemoglu（2009）、p.94）。
また、Barro（1999）は、「25 歳以上の男性についての中等学校教育以上
の水準の教育年数」が成長に有意で正の効果をもち、さらに、「25 歳以上
の男性の上級水準以上の教育年数」が説明変数に追加された場合、成長が
促進され、「25 歳以上の男性の初等教育年数」は有意ではないという、研
究結果を示している。さらに、Prescott（2002）は、先進主要国の景気後
退と繁栄は、技術と資本の ２ つの要因以上に労働要因が重要であることを
指摘している（p.13）。このように、「物的資本や技術進歩で長期にわたる
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成長や国家間の所得格差の大部分は説明できない」（Romer（2006）p.115）
という見方が、経済成長に関する最近の研究動向であり、人的資本や制度
が経済成長に影響を与える重要な要因と考えられている。経済成長論の詳
細なサーヴェイについては、坂井（2010）、Acemoglu（2009）および
Aghion and Durlauf（2005）参照。

⑷　民主主義と経済成長に関する実証分析は多く蓄積がある。たとえば、ク
ロスセクションデータを利用した Barro（1999）は、民主主義は、政府の
権力をチェックし、公務員の個人資産を蓄えるという潜在的な可能性や非
民主的な政策を実行することを制約している、ということから成長に正の
側面を持っているが、民主主義は富裕層から貧困層への所得再分配政策を
促進し、利害関係者の力を増進させる可能性があり、負の側面を備えてい
る。結果として、成長に関する民主主義の効果は不確実であるという分析
結果を提示している。また、成長と民主主義のチャンネル変数を決定する
方程式を特定化し、その方程式を推定した Tavares and Romain（2001）は、
民主主義は人的資本の蓄積の改善と所得の不平等の是正によって成長を促
進する。他方、民主主義は物的資本の蓄積率の低下と政府消費比率（GDP
比）の上昇によって成長率を引き下げる効果を伴っているという。これら
の間接効果のすべてが考慮されるならば、経済成長に関する民主主義の全
体的な効果の影響は極端ではないが負である、という分析結果を提示して
いる。

⑸　「新成長戦略」（平成 22 年 ６ 月 18 日）閣議決定（p.2）。
⑹　民主主義の定義については、PT（2003）、4.2.1、経済成長（生産性）と

憲法上の特徴及び政策についての理論およびデータについての説明は 3.4、
実証分析結果は 7.3 参照。

⑺　この代表派遣ゲームについての理論モデルの説明は PT（2000）を参照。
⑻　田中（2004）、p.358-359. また、田中は、財政改革法は、「経済環境の変

化に耐えられるものではなかった」（p.358）と指摘し、「ルールは政治経
済環境に応じて見直していくべきものである」（p.346）と提案している。
Schuck,A.（2003）、“The Role of Fiscal Rules in Budgeting,” OECD  
Journul of on Budgeting,3(3),pp.7-34.

⑼　PT（2003）、p.14-15 参照。レントについての詳しい説明は、Romer
（2006），3.10 と 3.11 参照。

⑽　PT（2003）表 4.2 及び p.83-89 参照。混合型の国は 85 ヵ国のうち ８ ヵ
国である。

⑾　PT（2003）表 4.2 及び p.94-98 参照。日本の政府の形は PRES ＝ 0 に分
類されている。

⑿　PT（2003）の、政府の形と選挙制度の憲法上の効果については、表 6.1
〜 6.3 参照。

⒀　プルラリティルールについて、PT（2003）は以下のように説明している。
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「代替的な憲法上の特徴は、政治システムに関して ２ つの望ましい特徴を
もつ異なる組み合わせを生み出している」、という。その望ましい特徴は
説明責任と代表制であり、「政治制度が説明責任を持つと言われているな
らば、これは、有権者にとってそのシステムの下では、誰が政策決定につ
いて責任があるかを確認することができること、そして、有権者はその政
策のパフォーマンスが不十分であることを見いだした場合には、その責任
者を追い出すことができることを意味している。もし、政治体制が代表制
をもつと言われているならば、その体制の下での政策決定が、有権者の幅
広い層の選好を反映していることを意味している」と説明している。そし
て、「説明責任と代表制との間のトレードオフは、選挙制度の場合におい
て、非常に厳しいものである。すなわち、プルラリティルールは、政治家
の説明責任を守る方向と立法過程において異なる有権者を代表している方
向の比例代表制とが連動させられている」、と述べている（p.12）。また、
小林（1994）、西平（1990）、川人他著（2011）、p.119-128 参照。

⒁　日本の MAGN ＝ 0.38、PIND ＝ 0.87 である。PT（2003）、表 4.2 及び p.93
参照。

⒂　外生変数は、緯度、国民の英語を話す比率、欧州語を話す比率、国際貿
易の比較優位に関する指標、連邦制に関する指標である（PT（2003）、
p.203-204）。

⒃　GADP 変数および指標の作成については、（PT（2003）、3.4.1、Hall and 
Jones（1999）、p.97-98、Persson（2005）、p.25 参照。

⒄　この大統領制が転用政策（反成長政策）を推進し、大統領制が労働生産
性を低下させているという実証分析結果は、Matching 推定でも確認されて
いる（表 7.7）。

⒅　Hall and Jones（1999）、p.85 のフローチャート参照。また、社会的基礎
資本に関する議論は、Romer（2010）、第 ３ 章 3.10 節参照。

⒆　このモデルは Hall and Jones（1999）のモデルを参考にしている（p.98-
99）。

⒇　データコード：ST'FXERM07（ドル・円スポット）、ST'FX180110002（実
質実効為替レート指数）。

�　Helliwell（1994）も経済成長に関する民主主義の効果は負であることを
示している（統計的に有意ではない。p.244）。
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